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平成２８年度スポーツ施設整備費補助金交付要綱 

      ２７オ推調第１４６６号 

平成２８年４月１日  

（目的） 

第１ この補助金は、「２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの成功に向けた区

市町村支援事業実施要綱（平成２７年４月１日付２６オ大管第５５５号。以下「実施要

綱」という。）」に基づき、「スポーツ都市東京」の実現に向け、２０２０年までに都

民のスポーツ実施率７０％を達成し、スポーツ環境の充実・拡大を図るため、都が予算

の範囲内で補助することにより、区市町村が行う施設整備の取組を支援することを目的

とする。 

 

（補助対象施設）  

第２ 補助の対象となる施設（以下「補助対象施設」という。）は、都内において各区市

町村が保有し、条例、規則等を根拠に設置されるスポーツ施設とする。  

 

（補助対象事業） 

第３ 実施要綱３（２）に規定する補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）

は、補助対象施設に対する別表に掲げる工事とする。 

２ 本交付要綱制定日以前に着工した工事は補助事業の対象外とする。 

 

（補助対象経費） 

第４ 補助の対象となる経費は、第３に定める補助事業に要する経費とし、次の各号に掲

げる経費については、補助の対象としない。 

（１）施設整備に伴う用地取得費、造成費、撤去費、設計委託費、測量費 

（２）進入路、外構部、駐車場等の関連整備費（ただし、別表（２）における経路確保等

の整備費を除く。） 

（３）施設の維持管理上、通常必要となる整備費 

（４）備品整備費（躯体工事のなかで取り付ける備品を除く。） 

（５）同一箇所に係る同一内容の再度の整備費 

 

（補助金の交付額） 

第５ 補助事業の補助率は２分の１とする。ただし、国庫補助金等と併用の場合、その補

助率は３分の１とする。 

２ 補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額とする。ただし、補助金の限度

額は１施設あたり１億円とし、予算の範囲内で補助金を交付する。 

３ 前項の規定により算出した補助金の額に1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを 
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切り捨てるものとする。 

４ 補助事業が複数年度にわたる場合、当該年度の補助対象経費に対して、２の規定によ

り算出した額とする。ただし、補助対象施設に対する都の補助金総額は、同項に定める

限度額を超えないものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第６ 区市町村長は、補助金の交付を受けようとするときは、あらかじめ指定する期日ま

でに補助金交付申請書（第１号様式）に関係書類を添えて知事に提出しなければならな

い。 

２ １の補助金交付申請書に添える関係書類は、次のとおりとする。 

（１）事業計画書（第２号様式） 

（２）工事設計書及び設計額内訳書 

（３）工事工程表 

（４）工事計画図面 

（５）工事箇所施工前写真 

（６）国庫補助金交付決定通知書又は交付内定通知書の写し 

（７）その他知事が必要と認める書類 

３ 補助事業の内容により必要がないと知事が認めるときは、１の申請書に記載すべき事

項の一部又は２の規定による関係書類の一部を省略することができる。 

 

（補助金の交付決定） 

第７ 知事は、区市町村長から第６の規定による補助金の交付申請があったときは、当該

申請に係る書類及び必要に応じて行う現地調査等によりその内容を審査し、補助金を交

付すべきものと認めたときは、条件を付して補助金の交付決定（以下「交付決定」とい

う。）を行い、補助金交付決定通知書（第３号様式）により当該区市町村に通知するも

のとする。 

２ １により交付決定をする場合に付される交付の条件は、次のとおりとする。 

（１）次に掲げる変更に該当する区市町村は、あらかじめ、補助金変更交付申請書（第４

号様式）に第６ ２及び３の規定に準じた書類を添えて、知事に提出しなければならな

い。ただし、次に掲げる事項のうち軽微なものについては、この限りでない。 

ア 補助事業等に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

イ 補助事業等の内容を変更しようとするとき。 

（２）補助金の交付決定を受けた区市町村が、補助事業を中止し、又は廃止する場合は、

あらかじめ補助事業中止（廃止）承認申請書（第５号様式）に関係書類を添えて知事に

提出し、承認を受けなければならない。 

３ 知事は２（１）の申請があったときは、１の規定に準じ、決定を行い、その旨を補助
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金交付決定変更通知書（第６号様式）により当該区市町村に通知する。 

４ 知事は、２（２）の規定による申請を受け、申請事項を承認すべきものと認めたとき

は、その旨を補助事業中止（廃止）承認通知書（第７号様式）により、当該区市町村に

通知するものとする。 

５ １及び３の場合において、適正な交付を行うために必要があるときは、補助金の交付

申請に係る事項につき、修正を加えて補助金の交付決定をすることができる。 

 

（申請の撤回） 

第８ 第７ １により通知を受けた区市町村は、当該通知に係る補助金の交付決定（第７ 

３の規定による交付決定の変更を含む。以下同じ。）の内容又は第７ ２の交付の条件

に異議があるときは、交付決定通知を受領した日の翌日から起算して１４日以内に、申

請の撤回をすることができる。 

２ １の撤回があったときは、当該申請にかかる交付決定はなかったものとみなす。 

 

（状況報告） 

第９ 知事は、補助事業の円滑適正な執行を図るため、必要があると認めるときは、その

遂行状況に関し、補助事業進捗状況報告書（第８号様式）により、区市町村に報告させ

るものとする。 

 

（事故報告等） 

第１０ 区市町村は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困

難となった場合においては、速やかにその理由、遂行の見通し等を知事に書面により報

告し、その指示を受けなければならない。 

 

（補助事業の遂行命令等） 

第１１ 知事は、第９及び第１０により区市町村が提出する報告、地方自治法(昭和２２年

法律第６７号)第２２１条第２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付決

定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、区市町村に

対し、これらに従って補助事業を遂行すべきことを命ずるものとする。 

２ 知事は、区市町村が１の命令に違反したときは、当該補助事業の一時停止を命ずるこ

とができる。 

３ ２の規定により知事が補助事業の遂行の一時停止を命ずる場合においては、区市町村

が当該補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に適合させるための措置を指定す

る期日までにとらないときは、第１６ １（３）の規定により当該補助金の交付決定の

全部又は一部を取り消すものとする。 

 



 

4 

 

（実績報告） 

第１２ 区市町村は、補助事業が完了したとき又は補助金の交付決定に係る会計年度が終

了したときは、補助事業実績報告書（第９号様式）に関係書類を添えて、補助事業完了

の日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定に係る会計年度終了の日の

いずれか早い日までに知事に提出しなければならない。なお、第７ ２（２）の規定に

より補助事業の中止（廃止）の承認を受けたときも、同様とする。 

２ １の補助事業実績報告書に添える関係書類は、次のとおりとする。 

（１）事業実績書（第１０号様式） 

（２）契約書類の写し 

（３）工事完成検査調書の写し（工事未了の場合は、工事出来高検査調書の写し） 

（４）工事完成図面（工事未了の場合は、工事出来高検査に係る図面） 

（５）工事完成写真（工事未了の場合は、工事出来高検査時の写真） 

（６）その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１３ 知事は、第１２の規定により実績報告を受けた場合においては、実績報告書の審

査及び現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及

びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（第１１号様式）により当該区市

町村に通知するものとする。 

２ １の規定により確定する補助金の額は、第７で定める交付決定額を超えないものとす

る。 

 

（是正のための措置） 

第１４ 知事は、第１３の規定による調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付決定の

内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業につき、区市町

村に対し、これに適合させるための処置をとるべきことを命ずるものとする。 

２ 区市町村は、１の規定による措置が完了したときは、第１２の規定に従い実績報告を

しなければならない。 

 

（補助金の交付） 

第１５ 知事は、第１３の規定により補助金の額の確定を行った後、区市町村から請求書

を受理した日の翌日から３０日以内に補助金を交付するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第１６ 知事は、区市町村が次の（１）から（４）までのいずれかに該当すると認めたと
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きは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）その他補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又はこの要綱に基 

づく命令に違反したとき。 

（４）補助金の交付決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必要が生

じたと認めるとき 

２ １の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適

用するものとする。 

３ 知事は、１の規定による取消しの決定を行った場合には、その旨を補助金交付決定取

消通知書（第１２号様式）により、当該区市町村に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１７ 知事は、第１６の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、補助

事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、当該決定の

日の翌日から１５日以内の期限を定めて、その返還を命ずる。 

 

（違約加算金及び延滞金） 

第１８ 区市町村は、第１７の規定により、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消さ

れた場合において、知事から補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金

の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額(その一部を納付した場合に

おけるその後の期間については、既納額を控除した額)につき年10.95％の割合で計算し

た違約加算金(100 円未満の場合を除く。)を都に納付しなければならない。 

２ 区市町村は、知事から補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかった

ときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年10.95％の

割合で計算した延滞金(100 円未満の場合を除く。)を都に納付しなければならない。 

 

（違約加算金の計算） 

第１９ 第１８ １の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、区市町村の納

付した金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還

を命じた補助金の額に充てるものとする。 

 

（延滞金の計算） 

第２０ 第１８ ２の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補助

金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金

の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 
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（書類の整理保管） 

第２１ 区市町村は、当該補助事業にかかる収入及び支出の状況を明らかにした帳簿を備

え、かつ、収入及び支出について証拠書類を整理し、当該補助事業が完了した年度の翌

年度から５年間保存しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第２２ 区市町村は、当該補助事業により取得し、又は効用を増加した財産を、補助金の

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとすると

きは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。ただし、補助金の交付の目的、

交付額又は当該財産の耐用年数を勘案して、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間を経過した場合は、この限りでない。 

 

（補則） 

第２３ この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に関して必要な事項については、

東京都補助金等交付規則（昭和３７年９月２９日東京都規則第１４１号）の定めるとこ

ろによる。 

 

 

附則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
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別表（第３関係） 

補助事業 

補助事業の内容は、区市町村が行う

施設整備事業のうち、専らスポーツ利

用に供する部分において、少なくとも

次の（１）（２）（３）のいずれかの要

件を満たす工事とする。 

 

 

 

 

 

（１） スポーツ環境を拡大する工事 

ア 競技スペースを拡大する工事 

 

イ 利用時間延長等、利用機会の

拡大に資する工事 

 

（２） 誰もが利用しやすい環境を整

備するバリアフリー工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 東京2020オリンピック・パラ

リンピック競技大会事前キャ

ンプ誘致のための工事 

 

 

専らスポーツ利用に供する部分とは、以下の範囲を

いう。 

①専らスポーツ利用に供する部分（競技スペース、

観覧席、アップスペース、トレーニングルーム等） 

②専らスポーツ利用に供する部分に近接するトイ

レ、更衣室等 

③施設等の出入口から専らスポーツ利用に供する部

分とそれに近接するトイレ、更衣室等までの利用者

動線（玄関、ホール、廊下、階段、昇降機等） 

 

競技スペースの拡大に資する新築、改築、増築、改

修等工事 

 

競技スペースに係る工事で利用時間延長等、利用機

会の拡大に資する新築、改築、増築、改修等工事 

 

「東京都福祉のまちづくり条例」「建築物バリアフリ

ー条例」等を根拠とし、「東京都福祉のまちづくり条

例施設整備マニュアル」等の整備水準に準じた以下

の工事とする。 

 

・施設等の出入口の構造に関するもの 

・廊下、階段等の構造に関するもの 

・階段に代り、又はこれに併設する傾斜路の設置に

関するもの 

・エレベーター等の設置に関するもの 

・トイレ、更衣室等に関するもの 

・誘導、案内等に関するもの 

 

公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競

技大会組織委員会（以下「組織委員会」という。）が

定める「Tokyo2020 事前トレーニング（キャンプ）

候補地 ガイド（紹介リスト）掲載応募要項」（以下

「ガイド」という。）の第 3 章「練習施設（会場）に
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係る要件」のうち、IF 基準に適合するために行う新

築、改築、増築、改修等工事 

なお、工事完了後は、ガイドに掲載するべく組織委

員会へ応募を行うこと。 

 

 


